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  低炭素社会、自然共生社会、循環型社会の構築に向けた世界の動向 

○ 持続可能な開発目標（SDGｓ）をはじめ、低炭素社会、自然共生社会、循環型の社会の構築に向
けた取組が世界レベルで進展している。 

○ 今後、最新の科学的な知見の集積が進むにつれて、低炭素社会、自然共生社会、循環型社会
の構築に向けた取組が加速すると考えられる。 

2020年 2030年 2040年 2050年 

持続可能な 
開発目標 

低炭素 
社会 

2050年までに温室効果ガ
スの2010年比40-70%の上
方の削減 
（G7エルマウ・サミット ） 

自然共生 
社会 

循環型 
社会 

 
科学的知見 
の充実 

持続可能な開発のための２０３０ 
アジェンダ 

パリ協定 

IPCC（気候変動に関する政府間パネル） 

IPBES（生物多様性及び生態系サービスに関する政府間プラットフォーム） 

UNEP-IRP（国際資源パネル） 

2013年 アジア太平洋3R推進

フォーラム ハノイ３R宣言 

愛知目標 

カンクン合意 
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例 ：2030年までに、予防、削減、リサイクル、再使用（リユース）により廃棄物の排出量を大幅に削減する。 
   ： 2030年までに、小売・消費レベルにおける世界全体の食品廃棄物を半減させ、収穫後損失などの生産サプライチェーンにおける食品の損失を減少させる。 

G8 神戸３R行動計画 

京都議定書 

Ｇ７ 資源効率   



2015年 2016年 
 

2017年 2018年 

 
 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 ２０１６年以降の３Rに係る動き 
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５月 
伊勢志摩サミット 

第三次循環計画 
第2回点検 

第三次循環計画 
第3回点検 

1月 6月 12月 

６月  
エルマウサミット 

５月 
環境大臣会合 

Ｇ７ 
・多国間協力の役割 
・産業共生 
・革新的な生物由来製品 

第四次 
循環計画 

９月~１１月 
アライアンス 
ＷＳ 

UNEP国際資源
パネルの報告書 

○ ２０１６年は、国内においては容器包装リサイクル制度の見直し（合同審議会）の再開、ＥＵにおいては循環経
済パッケージをめぐる議論が進展する見通し。 

〇 また、ＵＮＥＰ国際資源パネル（天然資源利用の環境影響に関する科学的評価の提供、環境影響を低減する
方法への理解増進を目的としたパネル）において、初の統合報告書が取りまとめ予定。 

〇 さらに、我が国において、Ｇ７環境大臣会合、Ｇ７伊勢志摩サミットの開催を予定している。このように、循環型
社会に向けた国内外の機運が高まりが期待できる年である。 

第三次循環計画 
第1回点検 

 

科学的知見 

 

循環型社会形成
推進基本計画 



 
 
 

２．循環型社会形成推進基本計画第二回点検について              
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輸出（120）

最終処分
（56）

輸入製品（48）

食料消費（97）

（単位：百万トン）

蓄積純増（1,110）

自然還元（85）

減量化（241）

施肥（16）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（500）

（注）含水等： 廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい）

廃棄物等
の発生
（595）

国内資源
（1,125）

輸入
（800）

総物質
投入
（2,138）

輸入資源
（752）

含水等（注）

（299）

天然資源等
投入
（1,925）

循環利用（213）

輸出（182）

最終処分
（16）

輸入製品（59）

食料消費（85）

（単位：百万トン）

蓄積純増（515）

自然還元（81）

減量化（218）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（553）

（注）含水等： 廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい）

国内資源
（588）

輸入
（816）

輸入資源
（757）

天然資源等
投入
（1,405）

総物質
投入
（1,674）

含水等（注）

（258）

循環利用（269）

廃棄物等
の発生
（584）

施肥（13）

平成12（2000）年度 平成25 （2013）年度 

①資源生産性（＝ＧＤＰ／天然資源等投入量） 

 

②循環利用率（＝循環利用量／総物質投入量（＝循環利用量＋天然資源等投入量）） 

 

③最終処分量（＝廃棄物の埋立量） 

 

① 

③ 
② 

③ 

② 

 物質フローに見る取組の進展 

6 

① 



資源生産性 

○ 「資源生産性」は、平成２３年度をピークとして近年減少しており、目標値（平成32年度で４６万円／㌧）（直近
の平成２５年度では３７．８万円／㌧）の達成に向けた状況は厳しくなっている。 

○ その背景としては、長期的にはＧＤＰがほぼ横ばいであるのに対して大規模公共工事の減少や産業構造の
変化等により国内の非金属鉱物資源の天然資源等投入量の減少が止まっており、短期的には非金属鉱物資
源や化石系資源の資源生産性が微減または横ばい傾向にあるためと推測される。 

○ 資源生産性の目標値を達成するためには、２Ｒ（リデュース・リユース）や、リサイクルの徹底等を図っていく必
要がある。 

資源生産性、循環利用量、天然資源等投入量の推移 

 
   資源生産性の推移 
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（２）循環利用率 

○ 「循環利用率」は、平成２２年度以降横ばいであったものが、平成２５年度は前年度と比べて上昇している
（15.2%⇒16.1％）。 

○ その背景としては、平成25年度に法律上の廃棄物に該当しない循環資源の量が増大したためであり、このま
ま上昇が進めば、目標値（平成３２年度で17％）の達成が見込まれる。 

○ このため、平成25年度の循環利用率の上昇が一過性のものでないか、要因分析を行うとともに、引き続き一
般廃棄物及び産業廃棄物のリサイクルの徹底を図っていく必要がある。 

循環利用率、循環利用量、天然資源等投入量の推移 

 
循環利用率の推移 

循環利用率 
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○ 「最終処分量」は、微減傾向が続いており、直近の平成２５年度（16.3百万㌧）では既に目標値（平成32年度で 
17百万㌧）を達成している。 

○ 一方で、産業廃棄物のリサイクルの大きな割合を占めるがれき類やばいじんは、今後リサイクルの行き場を失 
い最終処分されるおそれがあることから、対策を講ずる必要がある。 

一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分量の推移 

 
最終処分量の推移 

最終処分量 
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処理後最終処分量

動物の死体

動物のふん尿

ばいじん

がれき類

鉱さい

ｶﾞﾗｽ陶磁器

金属くず

ゴムくず

動植物性残さ

繊維くず

木くず

紙くず
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千
ト
ン

【最終処分量】

【減量化量】焼却

【減量化量】自家処理

【減量化量】濃縮

【減量化量】脱水・乾燥

【自然還元量】

【循環利用量】マテリアルリサイクル

【循環利用量】リユース

0%

10%
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50%

60%
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80%

90%

100%

H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24 H24

紙 金属 ガラス ペットボトル プラスチック 厨芥 繊維 木竹草類等 陶磁器類等

％

【最終処分量】

【減量化量】焼却

【減量化量】自家処理

【減量化量】濃縮

【減量化量】脱水・乾燥

【自然還元量】

【循環利用量】マテリアルリサイクル

【循環利用量】リユース

出典：「廃棄物の広域移動対策検討調査及び廃棄物等循環利用量実態調査報告書（廃棄物等循環利用量実態調査編）」（環境省）より作成 

※一般廃棄物処理実態調査のデータを収集区分別に品目別内訳比率を用いて按分している点に留意。 

約13百万トン 

約3百万トン 

約13百万トン 

約3百万トン 

〇 廃棄物等のリサイクルポテンシャルとして、現在最終処分されているものと焼却されているものを想定した場合
には、一般廃棄物は紙くず、廃プラスチック（ペットボトルを除く）、厨芥類、木竹草類等がリサイクルポテンシャル
が大きい。 

一般廃棄物のリサイクルポテンシャル 
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【減量化量】焼却
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【減量化量】濃縮

【減量化量】脱水・乾燥

【自然還元量】

【循環利用量】マテリアルリサイクル

【循環利用量】リユース
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【自然還元量】

【循環利用量】マテリアルリサイクル

【循環利用量】リユース

出典：「廃棄物の広域移動対策検討調査及び廃棄物等循環利用量実態調査報告書（廃棄物等循環利用量実態調査編）」（環境省）より作成 

〇 廃棄物等のリサイクルポテンシャルとして、現在最終処分されているものと焼却されているものを想定した場
合には、産業廃棄物は汚泥、ばいじん、がれき、ガラス陶磁器くずがリサイクルポテンシャルが大きい。 

〇 また、既にマテリアルリサイクルされている量を見ると、再生骨材に利用されるがれき類と、主にセメント原料
に用いられている鉱さい、ばいじんが約2000万トン以上となっている。 

産業廃棄物のリサイクルポテンシャル 
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○ 「一般廃棄物の減量化」については、「１人１日当たりのごみ排出量」、「１人１日当たりの家庭系ごみ排出量」
及び「事業系ごみ排出量」のいずれについても、年々削減が進みつつあるものの、削減の度合いは近年低下、
あるいは横ばいとなっている。 

○ 「１人１日当たりのごみ排出量」及び「１人１日当たりの家庭系ごみ排出量」の目標値達成は予断を許さず、
「事業系ごみ排出量」の目標値達成に向けた状況は厳しくなってる。 

○ これらの要因の分析を踏まえ、厨芥類削減や食品ロス削減、ごみ有料化の推進等を図る必要がある。 

↑１人１日当た
りのごみ排出量 

↑１人１日当たりの
家庭系ごみ排出量 

 

←事業系ごみ排出量 

一般廃棄物の減量化 
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○ 循環型社会に関する意識・行動」については、「廃棄物の減量化や循環利用、グリーン購入の意識」は減少傾
向にある。また、「具体的な３Ｒ行動の実施率」についてはほぼ横ばいであり、目標値達成に向けた状況は厳し
くなっている。 

○ そのため、単なる認知にとどまらず行動に至るような効果的な発信、循環資源フローの情報提供、見える化
ツールの積極的発信等を行う必要がある。 

３Ｒ全般に関する意識の変化 

循環形社会に関する意識・行動 

13 



○ 本計画においては循環利用率目標等達成のため、各主体による２Ｒの取組の推進を図ることとなっている。 

○ そのため、消費者のライフスタイルの変革（食品ロス削減や、廃棄物の排出の少ない商品の購買行動など）、
２Ｒが進む社会経済システムの導入、健全なリユース市場の形成等が必要である。 

○ また、取組状況を正確に把握し、個々の取組を更に進展させるための方策について検討を行うとともに、取組
の目標の設定により取組を促進することも考えられる。 

○ 本計画においては資源生産性目標、循環利用率目標、最終処分量目標等の達成のため、各主体によるリ
サイクルの取組の推進を図ることとなっている。また、リサイクル推進のためには、環境配慮設計やグリーン購
入等を進める必要がある。 

○ 一般廃棄物については、必要な条件等を整理・分析した上で、特例制度（再生利用指定制度など）を活用し
つつ、単純焼却されていた紙類・厨芥類・プラスチック類等の再生利用を進める必要がある。また、家電四品
目や小型家電の回収率向上のための回収体制の構築を図る必要がある。 

○ 産業廃棄物については、リサイクルが進んでいるものの、その大きな割合を占めるがれき類・ばいじんは、い
ずれも建設資材等（再生骨材、セメント原料）が主要な用途であり、建設需要が低下した場合等に行き場を失
うおそれがあることから、今後、再生材の新規用途への利用促進や地域間での需給調整のための対策が必
要となる。加えて、資源価格などの社会動向にも配意して取組を進めて行く必要がある。 

２Ｒの取組 

リサイクルの徹底 

２Ｒの取組、リサイクルの徹底 
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の取り組み「循環型経済
社会の構築」への取り組
み」に掲載されている「レ
ジ袋辞退率の推移」 
※辞退率＝レジ袋を辞退
した客数÷レジ通過客数 

出典：「第三次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第１回点検結果
について」（環境省） 
※付替え製品は、「漂白剤・かびとり剤」などのように内容物に直接触れるこ
とが好ましくないスプレー付き製品のノズル等以外の部分 
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詰替・付替製品出荷率 

びんのリユース率等の推移 

出典：ガラスびん３R促進
協議会提供資料より作成 

※リターナブル比率＝リ
ターナブル使用量／（リ
ターナブルびん使用量＋
ワンウェイびん使用量） 

びんのリユース率等の推移（Rマークびんの出荷量の推移） 

出典：ガラスびん３R促進
協議会HP データ集 「R
マークびんの出荷量の推
移」 
（資料：日本ガラスびん協
会） 

○ 循環基本計画では、２Ｒの個々の取組状況を測る指標として、レジ袋辞退率、詰替製品・付替製品出荷率、び
んのリユース率等が設定されている。レジ袋辞退率や詰替・付替製品出荷率等は取組が進んでいる。ただし、
指標によっては対象物のカバー率が低いものもある。 

 ２Rの個々の取組状況を測る指標 
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○ ３Ｒの推進のためには、業種を踏まえた環境配慮設計、循環資源を原料として用いた製品の需要拡大を図っ
ていく必要がある。 

○ また、個々のリサイクル事業者や市町村では、循環資源を原料として用いた製品の需要拡大は難しいことか
ら、関連する業界や都道府県などを含めた連携が必要。さらに、循環資源の原料利用を進めるためには、循環
資源の基準の設定や需要創出等が必要。 

○ 一方で、リサイクルの効率化のためには、現在取組が進んでいない、製造事業者とリサイクル事業者間での
有用金属の含有情報等の共有化のための取組を行う必要がある。 

エコアクション21の認証取得件数  グリーン購入実施率 

環境配慮設計、循環資源を原料として用いた製品の需要拡大、 
有用金属情報の共有  
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３．個別リサイクル制度の見直しと環境省の取組 
 

 （１） 個別のリサイクル制度の推進に加えた、リサイクル支援の必要分野 
 
 （２） 自動車リサイクルの現状課題と今後の政策の方向性 
      
 （３） 太陽光発電設備のリユース・リサイクルに向けた検討について 
 
 （４） 環境省の来年度予算（案） 
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（１） 個別のリサイクル制度の推進に加えた、リサイクル制度の必要分野 
（イメージ） 
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（２）自動車リサイクルの現状課題と今後の政策の方向性 
ー自動車リサイクル法全体の流れー  

（データは平成25年度） 
19 



（２）自動車リサイクルの現状課題と今後の政策の方向性 
－不法投棄・不適正保管台数とシュレッダーダストの最終処分量の推移－ 
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（２）自動車リサイクルの現状課題と今後の政策の方向性 
－使用済自動車全体のリサイクルの状況①－ 

（データは平成25年度） 
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① 自動車における３Ｒの推進・質の向上 

（リサイクルの質の向上） 
シュレッダーダスト発生量等の解体・破砕段階を含めた自動車全体
の３Ｒの推進・質の向上に関する目標・指標を検討 

解体・破砕段階が連携したベストプラクティスの収集やモデル事業
の実施を通じた普及を促進 

 

（再生材の需要と供給の拡大） 
自動車の再生材（プラスチック、ガラス等）の利用量に応じたユー
ザーへのインセンティブのあり方を検討（「エコプレミアムカー」
のリサイクル料金割引制度） 

 ②  自動車リサイクルの変化への対応と国際展開 

（次世代自動車に関する課題への対応） 
リチウムイオン電池、炭素繊維強化プラスチック等のリサイクル技
術開発やリサイクル状況の把握、セーフティネット整備を推進 

（２）自動車リサイクルの現状課題と今後の政策の方向性 
－自動車リサイクル制度の見直し①－ 
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③ より安定的かつ効率的な自動車リサイクル制度への発展 

（自動車リサイクル制度の強靱性の向上） 
大規模災害時におけるセーフティネット機能の構築や、再資源
化施設の事故時など非常時の対応に関する課題共有を進め、実
際に災害や事故が発生した際の体制を整備 

 
 

（自動車リサイクル全体の社会的コストの低減） 
メーカー及び指定法人におけるリサイクルに要する直接的・間
接的コストの削減を促進、余剰金等をユーザーに還元 
→リサイクル費用の公表のルール化や、余剰金を活用したリサイク
ル技術開発等のための基金の構築等を実施 

（２）自動車リサイクルの現状課題と今後の政策の方向性 
－自動車リサイクル制度の見直し②－ 
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（３）太陽光発電設備のリユース・リサイクルに向けた検討について 

 －背景－ 

○平成25年度から有識者等で構成される検討会（座長：細田衛士 慶應義塾大学経済学部教
授）において、太陽電池パネル等のリユース・リサイクル・適正処分の推進に向けた検討
を実施。 
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経過。非住宅用も買
取期間終了を迎え始
める 

寿命を迎えるのはＦ
ＩＴ導入前に導入さ
れた機器が中心 

図 太陽電池パネル排出見込量の推計結果（寿命25年） 
太陽電池アレイ 

セル 
太陽電池の 
最小単位 

太陽光発電設備の概略 パネル（モジュー
ル） 

出典：シャープ(株)、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構資料より作成 

再生可能エネルギーの固
定価格買取制度により、
導入された設備の廃棄が
始まる 
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（３）太陽光発電設備のリユース・リサイクルに向けた検討について 

 －リサイクル等の際の太陽電池パネルの特性－ 

25 

調査項目 現状分析 

①排出見込量と
地域偏在性の検
討 

 寿命を25年とした場合の排出見込量は、2020年で約３千トン、2030
年で約３万トン、2040年で約80万トン。 

 埋立処分場容量と排出見込量には、地域偏在性が存在。 

②資源価値・ 
有害性評価 

 配線に銀・銅が含まれているが、個体差が大きい。 
 鉛、セレンが溶出する可能性があり、埋立処分への影響が懸念。 

③リサイクル技
術 

 銀・銅については、ガラスを分離すれば製錬でのリサイクルが可能。 
 パネル重量の約７割を占めるガラスの選別・用途開発が課題。 

④リサイクルシ
ステムの経済性
分析 

 撤去費用の占める割合が大きいが、撤去を除いても得られる資源価値よ
りリサイクル費用が大きい。 

 効率的なリサイクルスキームが構築されれば、埋立てよりもリサイクル
の経済性が高くなる可能性あり。 

⑤リユース・環
境配慮設計の検
討 

 国内リユースはほとんどないが、海外リユースの事例が存在。 
 鉛等の有害物質の含有量低減等の環境配慮設計の取組も一部実施。 
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（FIT制度との連携）

（３）太陽光発電設備のリユース・リサイクルに向けた検討について 

 －太陽光発電設備の排出・撤去・運搬・処理のフローと    － 課題 
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（３）太陽光発電設備のリユース・リサイクルに向けた検討について 
－太陽光発電設備のリユース・リサイクルに向けた対策－ 

①廃掃法の広域認定制度の活用等、関連事業者による回収・適正処理・リサイクル
システムを構築【準備期間として３年程度】 

④環境省・ＮＥＤＯによるリユース・リサイクル技術開発の支援・実証事業【～平
成31年度】 

⑥撤去・運搬・処理に関する方法・留意事項に関するガイドラインの作成、関係者
への周知 【平成27年度】 

⑦住宅用ユーザー・発電事業者等に対する適切な費用負担、処理費用の積立て等に
よるリサイクルの確保に向けた周知・仕組み作り等を実施 【～平成29年度】 

③発電事業継続のためのメンテナンス・設備更新支援や、ＦＩＴ期間終了後の事業
継続に向けた検討を実施【～平成31年度】 

⑤関連メーカーにおける自主的な環境配慮設計ガイドラインの策定・フォローアッ
プ【～平成29年度】 

②リサイクルを促進・円滑化するための制度的支援・義務的リサイクルの必要性を
検討 （自主回収スキームの運用状況、欧州動向等を見ながら継続的に実施） 

27 



事業目的・概要等 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

実施期間：3年間 （平成27年度～平成29年度） 

 天然資源に乏しい我が国では、使用済製品等の都市鉱山等
の活用が期待されるが、再生資源回収量を増加させた場合
にCO2排出量の増加が懸念されるため、リサイクルの低炭素
化と資源効率性向上を同時に進める必要がある。 

 このため、高度なリサイクルを行いながらリサイクルに必要な
エネルギー消費の少ない省CO2型のリサイクル高度化設備

導入を進めることにより、使用済製品等のリサイクルプロセス
全体の省CO2化と資源循環を同時に推進し、低炭素化と資源
循環の統合的実現を目指す。 

  省CO2型のリサイクル高度化設備の導入費用につい
て、１／２を上限に補助。 

期待される効果 

・ＣＯ２削減の推進（29年度16,000tonCO2/年の削減効果） 
・設備価格低下による自発的な設備導入 
・環境技術・システムの高度化による循環産業の競争力強化 
・国内資源循環の推進による貿易収支の改善 
・地域資源循環による地域活性化 

平成25年度予算 
○○百万円 

（４）環境省の来年度予算（案） 
―省CO2型リサイクル高度化設備導入促進事業― 

平成28年度予算(案)額   
1,200百万円 (900百万円 ) 

イメージ 

廃棄製品の分別収集・輸送・破砕・選別・再資源化プロセスの省CO2化
と資源効率性の向上により低炭素化と資源循環を同時に推進 

省CO２型リサイクル高度化設備での使用済製品のリサイクル 

得られた資源は、原材料代替やエネルギー利用され、製品製造時
のCO2削減、コスト削減、資源リスク低減に寄与 

家電等を破砕して得られるミックスプラスチックについては、従来は1種
選別されていたため、3種同時選別することによりリサイクルの効率性が
向上し、選別プロセスにかかるCO2が約10～50 %削減 

プラスチック（樹脂）の3種同時選別装置 
ミックスプラ
スチック 
（３種類の樹
脂＋残さ） 

従来のプラスチック
選別では3工程必要 

3種同時選別装置により 
1工程で選別が可能に 

国 民間団体等 非営利法人 

（補助率） 

1/2 
（補助率）

定額 

補助金 補助金 

 

 

アルミ・銅の高度選別装置 

アルミ等を合金単位での高度選別が可能となる
ため、従来の非鉄金属のリサイクルに不可欠で
あった成分調整に必要な溶解・精錬プロセス等
の一部を省略できるため、省エネルギー 

例：透過X線（ＸＲＴ）ソータ 
固体のX線透過率の差により構成元素を推定 

アルミサッシ 
(展伸用アルミ合金 Al,. Mg, Si) 

水平リサイク
ルが可能に 

サッシtoサッシにより、 
サッシ製造プロセスを約80%省エネ 

省CO2型リサイクル高度化設備の例 



事業目的・概要等 

背景・目的 

事業概要 

事業スキーム 

委託対象：民間団体 
実施期間：3年間（平成26年度～平成28年度） 
委託費：一件あたり3,000万円から8000万円程度を想定 

 ３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進は、天然資源の消費を抑制
し、循環型社会の形成に資するだけでなく、CO2排出削減や社会システ
ム全体のコストダウンにも効果的であることも多い。 

 低炭素・循環・自然共生が統合的に達成された社会の実現のためには
「低炭素型３Ｒ技術・システム」を積極的に導入していくことが極めて重要
であるが、その実現可能性や削減効果については十分な検証がなされ
ていない。 

 このため、大幅なCO2排出削減が期待できる３Ｒ技術・システムについ
て、その普及拡大に向けて有効性を検証するための実証事業等を行う。 

低炭素型３Ｒ技術・システムのCO2排出削減効果、削減ポテンシャル及び事
業性を検証するための調査・実証事業 

期待される効果 

平成25年度予算 
○○百万円 

エネルギー起源CO2排出削減技術評価・検証事業のうち 

  ３Ｒ技術・システムの低炭素化促進検討・実証事業 
平成28年度予算(案)額 
500百万円 (500百万円 ) 

イメージ 

・３Ｒ分野でのCO2削減の取組が不十分 
・３Ｒ技術・システムのCO2削減効果の検証も不十分 

調査・実証を通じて、CO2削減効果に加え省エネ・省資源効果
等も明らかになり、コストメリットが顕在化 

・メリットが認知され、社会への導入が加速化 

・結果に応じて、規制・制度的な対応や補助金等による支
援も視野 

○国が低炭素型３Ｒ技術・システムの事業性やＣＯ２削減効果の検証を行う  
 ことにより、有望な技術・システムの自発的な普及を推進し、平成32年度 
 には民間投資による48000tonCO2/年程度の温室効果ガス削減を目指す。 
○また、技術・システムの普及により、リユースや高度なリサイクルが進む 
 ことで国内循環産業の競争力強化、天然資源の輸入量の低減による貿易収 
 支の改善、地域資源循環による地域活性化につながることが期待される。 

＜調査・検討が必要な技術・システムの例＞ 

 リサイクルガラス活用によるガラス製造の省エネ化 

建築物、自動車パネル等のガラスを分離・回収し、ガラスカレットとして
原材料に用いることでガラス製造プロセスを省エネ化するモデル事業を
実施。 

 リユース部品の利活用促進 
   新品部品に比べて低コストで、大幅なCO2排出削減効果がある、自動車

等のリユース部品の利用促進や、高効率モーターのリユースによる低コ
スト再生可能エネルギー設備等を実証。 

 使用済再生可能エネルギー設備のリユース・リサイクル・適正処分 

   再エネの導入拡大に伴って生じる使用済設備の撤去・運搬・リサイクル
等についての検討・実証を実施。 

 廃家電等のリサイクルプロセスの高効率化・省エネ化 

   廃家電等について、メーカーによる処理工程の高効率化とそれをふまえ
た環境配慮設計による省エネ化について検討・実証を実施。 

 黒色プラスチック等の高度選別による未利用資源の有効利用 

   自動車等に含まれる黒色プラスチック等のこれまで選別が困難で焼却処
分されていた未利用有機物のマテリアルリサイクル・エネルギー利用のた
めの高度選別を実証。 

 食品廃棄物の液体飼料・肥料化によるリサイクルの効率化 

   食品小売店等で発生し、焼却処理されている食品廃棄物についてリサイ
クルプロセスの効率化を図るため、店内での液体飼料・肥料化のモデル
事業を実施。 

国 民間団体等 
委託 

結果の報告 

（４）環境省の来年度予算（案） 
― ３Ｒ技術・システムの低炭素化促進検討・実証事業― 

平成28年度予算(案)額   
500百万円 (500百万円 ) 
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事業実施者 事業名 

①パナソニック株式会社 
 家電リサイクルにおける自社開発の省エネ破砕システムを用いた
高効率 解体工程の実証 

②太平洋セメント株式会社 
 低温加熱脆化技術による省エネ型高度選別マテリアルリサイクル 
システムの開発 

③株式会社レノバ 
 使用済太陽光パネルユニットの新たなリサイクル、リユースシス
テムの構築 実証事業 

④株式会社ユーパーツ 
 自動車リサイクルシステムの効率化に向けた事前合意型リユース
部品生産・ 供給モデルの実証事業 

⑤豊田通商株式会社 
 ミックスプラスチックの高度選別、コンパウンドによる工業製品
化事業 

⑥三菱UFJリサーチ＆コン
サルティング株式会社 

 自動車リサイクルの全体最適化を念頭においた解体プロセスの高
度化実証事業 

⑦いその株式会社  動静脈の連携による自動車樹脂部品リサイクルスキームの構築 

⑧豊田通商株式会社  ＡＳＲから材料リサイクルを図る 仕組みづくり 

（４）環境省の来年度予算（案） 
ー３Ｒ技術・システムの低炭素化促進検討・実証事業（平成２７年度採択事業）ー 
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